
 

 

 

 

生産性革新等挑戦投資促進事業 

 

申請書記入内容 

チェックポイント 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

 



第１号様式（第７条関係）  

  年  月  日 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

所在地              

企業名            印 

代表者名             

 

生産性革新等挑戦投資促進事業 助成金交付申請書 

 

 標記の助成金に係る事業を下記のとおり行いたいので、生産性革新等挑戦投資促進事

業実施要領第７条の規定により助成金の交付を申請します。 

 

記 

１ 助成事業の内容（計画） 

  別紙のとおり 

 

２ 助成対象要件への該当内容 

  別紙のとおり 

 

３ 経営計画書 

別紙のとおり 

 

４ 助成金交付申請額 

  金          円 

［添付書類］ 

(1)別紙１「生産性革新等挑戦投資促進事業 助成対象事業計画書」 

(2)第２号様式「生産性革新等挑戦投資促進事業 助成金申請額積算報告書」 

(3)別紙２「個人情報の提供及び「生産性革新等挑戦投資促進事業助成金交付申請書」等の取扱いに

関する同意書」 

(4)別紙３「生産性革新等挑戦投資促進事業に係る確認書」 

［注意事項］ 

(1)上記４の助成金交付申請額については、第２号様式の(２)の「⑦助成金申請額」と同額とする

こと。 

(2)この助成金交付申請の審査結果については、（公財）にいがた産業創造機構から第２号様式の

作成協力金融機関に対し情報提供を行う。 

添付書類中の金額と一致しているこ

とを確認してください。 

以前のマイナス金利制度（「高成長」「生産性牽引」等）

の書式を用いないようご注意ください。 



 

別紙１（第１号様式）                 

 
生産性革新等挑戦投資促進事業 助成対象事業計画書 

【労働生産性向上要件・経営革新型事業承継要件・成長産業分野要件】 
 

１ 申請者の概要等 

企 業 名
ふ り が な

 
（             ） 

 

電話番号      －    － 

FAX 番号      －    － 

代表者 

役職・氏名 
 担当者氏名  

所 在 地 
〒 

 役員数 人 従業員数 人

業 種 

【該当するいずれか１つに○印】 

１．金属製品製造業 ２．一般機械器具製造業 ３．電気機械器具製造業 ４．その他製造業（     ）

５．サービス業 ６．建設業 ７．小売業 ８．運輸業 ９．医療法人 10．卸売業 11．飲食業 

12．その他（      ） 

主たる 

事業の内容 
 

主要仕入先  主要販売先  

親会社及び

グループ会社 
 

企業区分 

下記(1)から(4)のうち該当するいずれか及び【確認事項】に☑すること。 

□ (1) 大企業（地域未来投資促進法による地域経済牽引事業計画を承認された企業に限   

る）※県産業立地課からの承認書のコピーを添付すること 

□ (2) 中小企業（中小企業信用保険法第２条第１項に定めるもの）※事業案内 P16 参照 

□ (3) 小規模企業（中小企業信用保険法第２条第３項に定めるもの）※事業案内 P5 参照 

□ (4) その他                                  

【確認事項】 

 □ みなし大企業に該当しないことに相違ない。※事業案内 P4 参照 

ワークライフバランスに 

関する取組状況 

（該当する方に☑） 

□ 
新潟県ハッピー・パートナー企業に登録し、「取組実施済」として県に 

取組報告書を提出している（※登録証のコピーを添付すること） 

□ 上記のいずれも登録していない 

 

導入する設備等の名称や

数量 

【助成の要件】を達成するために必要な主たる設備を記載すること 

※例１：マシニングセンタ３台 ※例２：工場１棟、ＮＣ旋盤１台 

 

該当する助成の要件 

（該当する要件に☑） 

□ 労働生産性向上 □ 経営革新型事業承継 □ 成長産業分野 

【該当する方に☑】 

□ 地域経済牽引事業計

画の承認企業 

（※承認書を添付すること） 

□ ＡＩ・ＩｏＴ等 

〇事業承継の時期 

 年 月 日 

（実施済み・予定） 

【該当する方に☑】 

□ 自動車関連 

□ 航空機関連 

□ 医療機器関連 

事業計画書は要件に合わせて２種類あります。 

該当する要件の事業計画書を提出してください。 

ふりがなも忘れずに記載 

チェックが無い場合はみなし大企業とみなし、申請は受け付けません 

※該当する要件の事業計画書を提出すること 

こちらのチェックや記入も忘れずにしてください 

添付漏れにご注意ください。 



 

２ 助成対象者への該当内容 

  ①金融機関資金を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかに☑すること。 

□ (1) 会社法第２条第１項に規定する株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社 

□ (2) 中小企業信用保険法第２条第１項第１号、第２号に規定する中小企業者 

□ (3) 事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、企業組合、協業組合、商工組合又は商工組

合連合会 

□ (4) 商店街振興組合、生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合若しくは酒類業組合又はこれらの

連合会 

□ (5) 農業を営む個人若しくは法人（ただし、農業を２年以上営んでいること。）又は認定農業者 

□ (6) 医業を主たる事業とする法人 

  ②県制度融資を利用する方は、下記(1)から(6)のうち該当するいずれかに☑すること。 

□ (1) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠） 

□ (2) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋新技術・新事業等展開枠） 

□ (3) フロンティア企業支援資金（設備投資促進枠＋グリーンニューディール枠） 

□ (4) 中小企業創業等支援資金（創業枠） 

□ (5) 事業承継資金 

□ (6) 企業立地促進資金貸付金 

３ 投資計画の具体的な内容（枠は適宜広げてください。また、複数ページになっても結構です。）      

（１）投資計画の概要 

※助成の要件に該当する計画であることについて、具体的に記載すること 

※助成の要件を達成するための課題などを示し、本投資計画の必要性を説明すること 

（記載例） 

本事業は、●●（設備名等）の導入により、〇〇を▲▲する（助成の要件達成に向けた課題と改善内容等）

ことにより、令和△年△月期までに労働生産性■■％の向上を図る計画である。 

従前は、□□により、★★が生じていることが労働生産性向上の課題となっていた。今回の設備導入によ

り、☆☆を改善し、◆◆を増加（減少）させることで、労働生産性向上を達成する。 

（２）事業の具体的な内容と効果 

① 今回の投資計画による課題の解決及び業績への効果等 

※現在抱えている課題（申請企業全体の課題）を示し、今回の投資計画による課題解決効果を記載すること 

※今回の投資計画が業績に与える効果・影響について、事例や数値を用いて具体的に説明すること 

（記載例） 

・売上高は増加傾向にあるものの、利益率は低下し（現状●●％）、営業利益が増加しないことが課題。 

・そのため、付加価値増加のため、〇〇〇を▲年に開発。今回の投資計画は、〇〇〇の生産・販売のために

必要な設備を新設するものである。 

・〇〇〇は、△△の技術を活用した付加価値の高い商品であり、利益率は■■％程度を見込む。 

・設備投資後３期後の令和□年において、〇〇〇の受注を★★件、☆☆万円とし、営業利益の◆◆万円増

加を計画している。将来的には、◇◇年後の令和××年において、売上高▼▼万円を目指す。 

・〇〇〇の受注獲得に向け、▽月に開催される展示会出展等により、販路拡大の取組も実施する。 

② その他（県内他企業への波及効果やその他特記すべき事項） 

※県内企業への取引拡大や新規雇用創出・賃金増、働き方改革の推進、社会問題の解決等を記載すること 

（記載例） 

・新開発の商品は、材料・加工等を全て県内企業から仕入・外注している。弊社が目標とする売上高☆☆☆

万円に対し、県内他企業への発注額は●●万円程度が見込まれ、地域企業の売上増に資する。 

・働き方改革に関連し、〇〇の取組を実施中。本計画はその一役を担い、県内の模範となる取組である。 

①
䣍
②
の
い
ず
れ
か
に
☑ 

当事業は書面審査です。 

記載例を参考に、具体的に記載してください。 

 

例えば、「空欄」や「設備投資の効果・必要性について具

体的な記載が無い」といった場合は審査ができず、不採択

となる場合があります。 

 

事業の計画や自社の強み、設備投資の効果等について、書

きもらしがないようご留意ください。 

利用する融資の種類によって、いずれか一方を選択し

てください。 

※両方の融資を併用する場合のみ、各１か所選択し、

助成金額積算報告書を２種類作成してください。 

中小企業に該当する方は（２）を選択してください。 



 

 

４ 当事業による設備投資の計画       

設備の導入区分 □新設     □増設     □改修（観光施設又は起業・創業要件のみ） 

導入完了予定日   年  月  日 

設備の設置場所 □申請者所在地に同じ □その他（               ） 

 

導入する設備 

金 額（単位：円） 

消費税抜 

積算対象経費 

消費税抜 

積算対象外経費 
消費税 計 

     

     

     

     

     

     

計     

 

 

全 体 の 資 金 調 達 計 画 (単位:円)  

助 成 金 申 請 額 円 

金 融 機 関 借 入 金 円 

県 制 度 融 資 円 

そ の 他 借 入 金 円 

自 己 資 金  円 

合    計 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助成金額積算報告書の 

設備導入額(A)に転記 

一致すること 

対象経費か否かについては質疑応答集問１～24 を参

考にしてください。 

なお、判断に迷う場合は、事前の電話相談や、見積書を

送付いただいた上での事前確認も承ります。 

各欄の金額が、申請書、助成

金額積算報告書の数値と一致

することを確認してくださ

い。 



 

４ 経営計画書  

※【今期投資用】、【次期投資用】又は【これから起業・創業する者又は創業後間もなく決算を終えていな

い者用】のいずれかを提出 

 

〔経営計画書〕　　【今期投資用】 　（金額単位：千円）

２期前 １期前 直近期末 今期 １期目 ２期目 ３期目

(H  /  月期) (H  /  月期) (H  /  月期) (    /  月期) (    /  月期) (    /  月期) (    /  月期)

比較対象 投資年度

①売上高

（売上高増加率） － － － －

②売上原価

（対売上比）

製造・運送・工事原価

材料費

労務費

その他製造経費

（対売上比）

（対売上比）

（対売上比）

⑥営業外収益

（対売上比）

⑦営業外費用

（対売上比）

支払利息・割引料

（対売上比）

（対売上比）

（人件費増加率） － － － －

⑩減価償却費

（対売上比）

普通償却額

特別償却額

（付加価値増加率） － － － －

（⑭の増加率） － － － －

（⑮の増加率） － － － －

⑯設備資金調達額 － － － － － －

⑰簡易キャッシュフロー

⑱投資利益率 － － － － － －

注１：白色のセルに記入すること。水色のセルは記入不要もしくは自動計算される項目である。

注２：赤枠は労働生産性向上要件に合致するか確認するための項目である。

注３：各金額の端数は切り捨てとする。数千円程度の誤差は許容する。

注４：金額算定時の留意事項

⑨「人件費」給与手当＋賞与＋法定福利費＋福利厚生費＋労務費＋退職金＋退職給与引当金

※役員報酬を含めないこと。（ただし、法定福利費等、決算書上で常用雇用者と区別されていないものは含めること。）

⑩「減価償却費」将来の特別償却欄については、今回導入設備に関する分のみ計上可能

⑫「常用雇用者数」役員を含めないこと

⑭「労働生産性Ａ（常用雇用者）」⑪付加価値額÷⑫常用雇用者数

⑮「労働生産性Ｂ（年間就業時間）」⑪付加価値額÷（⑫常用雇用者数×⑬常用雇用者一人当たり年間就業時間）

⑰「簡易キャッシュフロー」⑤営業利益＋⑩減価償却費

⑱「投資利益率」⑰簡易キャッシュフローの増加額（1～３期目の平均）÷⑯設備資金調達額

⑨人件費

③売上総利益

④販売費及び一般管理費

⑤営業利益

⑧経常利益

⑬常用雇用者一人当たり年間就業時間

⑭労働生産性Ａ（常用雇用者）

⑮労働生産性Ｂ（年間就業時間）

⑪付加価値額

⑫常用雇用者数

青色申告決算書を基に作成される場合、

「利子割引料」、「手形売却損」は、⑦営業

外費用に計上してください。 

注４⑨の計算式を参照してください。「役員報酬を

含めてしまった」、「法定福利費や退職給与引当金を

除外してしまった」という誤りが頻発しています。 

販管費と製造原価それぞれの計上額を合算してく

ださい。また、特別償却額も忘れずに計上してくだ

さい。（注４⑩も参照のこと） 

事業計画書「３当事業による

設備投資の計画」の「全体の資

金調達計画」の合計欄と一致

すること 

「常用雇用者数」「常用雇用者一人当たり年間就業

時間」のいずれも記載してください。 

確定している決算期や投資年度に応じ、

該当する様式を提出してください。 

（質疑応答集問 60,61 参照） 



 

第２号－１様式（第７条関係）                       【金融機関資金用】 
 

生産性革新等挑戦投資促進事業 助成金申請額積算報告書 
 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

生産性革新等挑戦投資促進事業助成金の交付を申請するにあたり必要な事項を次のとおり報告します。 

 

（１）設備導入額 (Ａ)本体価格            円（消費税抜き） 

 

（２）助成金申請額の積算 

①融資限度額  ５億円 

 ②融 資 額 (Ｂ)            円 

③融資期間    年   か月（うち据置期間   年   か月） 

④融資利率 年    ％ 

⑤返済方法（どちらかに○印）  ・元利均等   ・元金均等 

⑥上記①～⑤の条件で算出した利子の総額         円 

⑦助成金申請額 (Ｃ)            円（上記⑥の額から千円未満を切り捨てた額） 
 

（３）実際の融資額等 

①融 資 額              円 

②融資期間 上記(２)の③ 

③融資利率 上記(２)の④ 

④返済方法 上記(２)の⑤ 

⑤上記①～④の条件で算出した利子の総額         円 
 

（４）融資実行予定日       年   月   日 

記入上の注意事項 

(1)この様式は融資を受ける金融機関の協力により作成すること。 

(2)この様式は２部作成し、１部を（公財）にいがた産業創造機構に提出し、１部を報告者の控えとすること。 

(3)融資利率については、融資実行時の利率と異なる場合がある（P17 参照）。 

 

作成協力金融機関名 
（本支店名も記入） 

 担当部署・担当者名 印  

所在地 
〒 

 

TEL  FAX  ※この欄は作成に協力した金融機関でご記入ください。 

 作成日   年  月  日 

企 業 名
ふ り が な

 印 
電話番号      －    － 

FAX 番号      －    － 

代表者氏名  担当者氏名  

所 在 地  
〒 

※別紙１(第１号様式)の「４当事業による設備投資の計画」 

の「消費税抜積算対象経費」欄の金額と一致すること。 

※別紙１(第１号様式)の「４当事業による設備投資の計画」の 

「全体の資金調達計画」の「金融機関借入金」欄の金額と一致 

すること。 

上記（Ｂ）から（Ｃ）を差し引いた金額以上とすること。 

（上記(Ａ)又は融資限度額のうち低い方の額以下） 

※自己資金等を除く融資額のみを記載 

上限利率は「募集開始日が属

する月の前月末実時点」の長

プラが適用されます。 「利子総額の計算書（金融機

関に作成いただく資料）」を忘

れずに添付してください。 

実際の融資額が※の条件を満たして

いるかご確認ください。 

この額についても「利子総額の

計算書」の提出が必要です。 

「利子総額の計算書」の融資実行日と一致すること 

金融機関担当者から忘れずに

押印をうけてください。 



 

第６号様式（第 14 条関係） 

  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

所在地 

企業名              印 

代表者名 

 

生産性革新等挑戦投資促進事業 遂行状況報告書 

 

   年  月  日付け新産創第   号で交付決定を受けた標記事業の遂行状況について、

生産性革新等挑戦投資促進事業実施要領第 14 条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 遂行状況 

該当する 

ものに 

○印 
報告事項 報告事項の発生日 

 

 

導入する設備を発注した。 

 

 

［添付書類］ 

・契約書又は発注書等の写し 

  年 

 

 月  日 

 

 

金融機関から融資を受けた。 

（融資の名称：               ） 

（利子の総額：              円） 

 

［添付書類］ 

・融資計算書（又は残高証明書）及び返済明細書の写し 

 ※融資実行時の先取り分も含む全融資期間分を添付 

  年 

 

 月  日 

 

 

 

［注意事項］ 

・この様式は、上記報告事項の発生の度に、発生後 20 日以内に添付書類とともに提出すること。 

利子総額が記載されたページのみを提出

される例がありますが、全ページ必要で

すのでご注意ください。 

以前のマイナス金利制度（「高成長」「生産性牽引」等）

の書式を用いないようご注意ください。 

設備導入代金の値引きや融資実行日の変更により、当初申請時よ

りも利子総額が減少した場合は、助成金が減額されます。 

申請時（変更申請時）から変更が無いか、ご確認ください。 

（質疑応答集問 70～73 参照） 



 

第７号様式（第 15 条関係） 

  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

所在地 

企業名              印 

代表者名 
 

生産性革新等挑戦投資促進事業 実績報告書 
 

   年  月  日付け新産創第   号で交付決定を受けた標記事業を完了したので、生

産性革新等挑戦投資促進事業実施要領第 15 条の規定により、下記のとおり実績を報告します。 

 

記 

１ 助成金等の実績 

区  分 金  額 備  考 

交付決定済額 円  

助成金受領済額（Ａ） 円 概算払いを受けた場合のみ記入 

設備発注額  （Ｂ） 円 
第６号様式提出時に添付の契約書又は発

注書の金額を記入すること 

設備導入額  （Ｃ） 円 
添付の領収書の金額を記入すること（振込

手数料相手先持ちの場合は加算） 
        
［添付書類］  

(1)導入した設備の写真 

(2)設備導入代金の請求書の写し 

(3)設備導入代金の領収書又は振込受付書（電子版含む）の写し  

 

［注意事項］ 

この様式は、設備導入代金の支払後25日以内又は設備導入期限後 20 日以内のいずれか早い期日まで

に提出すること。 

この実績報告書の提出を受けて、ＮＩＣＯから申請者宛

てに「助成金額確定通知書」を発行します。 

支払請求書は、助成金額確定通知書を受け取ってからの

提出となりますのでご注意ください。 

以前のマイナス金利制度（「高成長」「生産性牽引」等）

の書式を用いないようご注意ください。 



 

第８号様式（第 17 条関係） 

  年  月  日 

 

公益財団法人にいがた産業創造機構 理事長 様 

 

 

所在地 

企業名              印 

代表者名 

 

生産性革新等挑戦投資促進事業 助成金支払請求書 

 

 

   年  月  日付け新産創第   号で助成金確定通知のあった標記事業助成金につい

て、生産性革新等挑戦投資促進事業実施要領第 17 条第２項の規定により、下記のとおり請求し

ます。 

 

記 

 

１ 請求金額  金         円（該当区分に○印 ・精算払 ・概算払 ） 

 

２ 振 込 先 

振込金融機関 銀行／金庫／組合      支店 

預貯金の種別 普通 ／ 当座   （該当するものに○印） 

預貯金口座番号  

金融機関に 

登録した住所 

〒 

フ リ ガ ナ  

預貯金口座名  

 

 

 

［添付書類］ ※概算払選択時のみ要添付。精算払選択時は添付不要。  

・設備導入代金の請求書の写し 

 

［注意事項］ 

(1)この様式は、（公財）にいがた産業創造機構が確定通知書を発行した翌日から起算して 10 日以内に提 

出すること。 

(3)資金繰り上の理由により、助成金分を含めないと設備代金の支払いができない場合には、助成金の概

算払いも可能なので、あらかじめ（公財）にいがた産業創造機構に相談すること。 

チェック漏れにご注意ください。なお、

ＮＩＣＯの事前承諾を受けていない限

り、原則は精算払です。 

チェック漏れにご注意ください。 

支払請求書は、助成金額確定通知書を受け取ってからの

提出となります。 

助成金額確定通知書の発行日以前の日付の場合、受理で

きませんのでご注意ください。 

以前のマイナス金利制度（「高成長」「生産性牽引」等）

の書式を用いないようご注意ください。 


